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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第76期

第１四半期連結累計(会計)期間
第75期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 22,942 94,427

経常利益 (百万円) 82 693

四半期(当期)純損失 (百万円) △859 △2,843

純資産額 (百万円) 7,179 7,939

総資産額 (百万円) 76,417 76,281

１株当たり純資産額 (円) 295.17 326.36

１株当たり四半期
(当期)純損失

(円) △35.32 △116.85

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 9.40 10.41

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,300 1,402

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △608 △1,033

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △697 △234

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 395 401

従業員数 (名) 5,756 5,724

(注)１．売上高には、消費税等は含まれていない。

(注)２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在せず、１株当たり四半期（当

期）純損失が計上されているため記載していない。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はない。また、主要な関係会社についても異動はない。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
5,756  　
［3,030］

(注)　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出　　

　　向者を含む就業人員であり、［　］内は外書で臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員である。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名)
2,359  
［1,943］

(注)　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であり、［　］内は外　

　　書で臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員である。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは、貨物運送事業を主力とする総合物流事業を展開しており、事業の種類別セグメントに関

連付けて記載することが困難であるため、「３　財政状態および経営成績の分析」に「部門別売上高」を記

載している。
　
　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における物流業界は、原油価格の一層の値上がりに加え、原材料価額の高騰に

伴う企業の生産活動の停滞などにより国内貨物輸送量はさらに減少を続け、引き続き厳しい事業環境が続

いた。

　このような状況の中、当社グループでは、混載収入確保のために運賃是正活動の推進と既存荷主へのサー

ビスの徹底、そして、流通倉庫機能に輸送を絡めた提案営業による新規開拓の強化と区域・貸切部門の拡大

の４項目を営業方針とし、グループ一丸となり積極的な営業に取り組んだ。混載事業における運賃是正活動

では、運賃単価が前年を上回り活動の成果を見ることができたが、物量の減少による減収分を補うまでには

いたらなかった。また、区域・貸切事業では、大口の顧客を新規で受注するなど、一部では成果をあげたもの

の、全般的には前年を確保するにとどまった。

一方、経費面では各社が委託料の削減や燃費向上による燃料使用料の削減等に取り組んだが、軽油単価が

第二次オイルショック当時につけた最高値に近づくなどの影響により、経費を削減するまでにはいたらな

かった。

この結果、当第１四半期連結会計期間の連結売上高は、22,942百万円となり、営業利益は124百万円、経常

利益は82百万円となった。また、四半期純損失は法人税等調整額550百万円を計上したことなどにより、859

百万円となった。

なお、当社グループは貨物運送事業を主力とする総合物流事業を展開しており、事業の種類別セグメント

情報は記載していない。

（部門別売上高）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

部   門
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　  至　平成20年６月30日）

構成比（％）

貨物自動車運送部門 19,890 86.7

航空利用運送部門 2,283 10.0

流通部門 768 3.3

合   計 22,942 100.0
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（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ135百万円増加して76,417百万円で

あった。流動資産は同616百万円減少して15,188百万円、固定資産は同752百万円増加して61,228百万円と

なった。

流動資産減少の主な要因は、受取手形及び売掛金の減少額857百万円などによるものである。

　固定資産増加の主な要因は、機械装置及び車両運搬具の増加467百万円、リース資産（有形）の増加534百

万円などによるものである。

当第１四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末に比べて895百万円増加して69,237百万円で

あった。流動負債は同1,316百万円減少して31,568百万円、固定負債は、同2,212百万円増加して37,668百万

円となった。

当第１四半期連結会計期間末の有利子負債（短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、1年内償還予定

の社債、社債、長期借入金、リース債務（流動、固定）、社内預金の合計額)は、前連結会計年度末に比べて248

百万円減少し44,561百万円となった。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ760百万円減少して7,179百万円で

あった。主な減少の原因は、四半期純損失等による利益剰余金の減少833百万円などによるものである。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、減価償却費565百万円、売上債権の減少額869百万円などが主

な内訳であり、1,300百万円の収入超過となった。

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出635百万円などが主な内訳で

あり、608百万円の支出超過となった。

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、長期借入による収入2,900百万円、長期借入金の返済による

支出3,594百万円などが主な内訳であり、697百万円の支出超過となった。

これらの結果、現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ5百

万円減少し、395百万円となった。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた問題はない。

　

（５）研究開発活動

特記すべき事項はない。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,200,000

計 79,200,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,402,99124,402,991
名古屋証券取引所
（市場第二部）

―

計 24,002,99124,402,991― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。
 

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成20年６月30日

― 24,402 ― 2,065 ― 1,534

　

　

(5) 【大株主の状況】

　　　当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きないので、直前の基準日である平成20年３月31日の株主名簿により記載している。

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

　普通株式　　　75,000
― ―

完全議決権株式(その他) 　普通株式  24,139,000 24,139 ―

単元未満株式 　普通株式　 　188,991 ― ―

発行済株式総数 24,402,991 ― ―

総株主の議決権 ― 24,139 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式　7,000株（議決権７個）が含まれている。

「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式　561株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
名鉄運輸株式会社

名古屋市東区葵二丁目12
番８号

75,000 ― 75,000 0.31

計 ― 75,000 ― 75,000 0.31

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年４月 平成20年５月 平成20年６月

最高(円) 153 154 150

最低(円) 140 143 141

(注)　株価は、名古屋証券取引所市場第二部におけるものである。

　

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はない。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビュー

を受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 393 398

受取手形及び売掛金 ※１
 13,156

※１
 14,014

有価証券 2 2

貯蔵品 227 195

繰延税金資産 220 202

その他 1,241 1,042

貸倒引当金 △52 △50

流動資産合計 15,188 15,805

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 34,347 34,176

減価償却累計額 △20,432 △20,226

建物及び構築物（純額） 13,915 13,949

機械装置及び運搬具 18,448 18,157

減価償却累計額 △13,542 △13,719

機械装置及び運搬具（純額） 4,906 4,438

土地 34,715 34,773

リース資産 560 －

減価償却累計額 △25 －

リース資産（純額） 534 －

建設仮勘定 7 153

その他 1,384 1,484

減価償却累計額 △1,148 △1,139

その他（純額） 236 344

有形固定資産合計 54,314 53,659

無形固定資産

リース資産 40 －

その他 452 501

無形固定資産合計 492 501

投資その他の資産

投資有価証券 3,361 3,238

長期貸付金 86 86

繰延税金資産 186 202

その他 3,039 3,051

貸倒引当金 △251 △263

投資その他の資産合計 6,421 6,315

固定資産合計 61,228 60,476

資産合計 76,417 76,281
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 9,031 8,989

短期借入金 10,313 10,294

1年内返済予定の長期借入金 6,468 8,488

1年内償還予定の社債 100 100

リース債務 118 －

未払法人税等 177 341

繰延税金負債 1 0

賞与引当金 52 250

その他 5,304 4,420

流動負債合計 31,568 32,885

固定負債

社債 100 100

長期借入金 26,819 25,493

リース債務 479 －

繰延税金負債 1,728 1,151

退職給付引当金 4,796 4,765

役員退職慰労引当金 133 132

再評価に係る繰延税金負債 2,820 2,838

負ののれん 24 25

その他 767 948

固定負債合計 37,668 35,456

負債合計 69,237 68,342

純資産の部

株主資本

資本金 2,065 2,065

資本剰余金 1,534 1,534

利益剰余金 2,800 3,634

自己株式 △17 △16

株主資本合計 6,384 7,218

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 968 867

繰延ヘッジ損益 △0 1

土地再評価差額金 △173 △148

評価・換算差額等合計 795 720

少数株主持分 0 0

純資産合計 7,179 7,939

負債純資産合計 76,417 76,281
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(2)【四半期連結損益計算書】
　 【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

売上高 22,942

売上原価 21,931

売上総利益 1,010

販売費及び一般管理費

人件費 468

施設使用料 158

その他 259

販売費及び一般管理費合計 886

営業利益 124

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 42

持分法による投資利益 9

受取手数料 18

その他 48

営業外収益合計 119

営業外費用

支払利息 153

その他 7

営業外費用合計 160

経常利益 82

特別利益

固定資産売却益 15

前期損益修正益 28

その他 15

特別利益合計 59

特別損失

固定資産処分損 20

減損損失 73

退職給付費用 111

前期損益修正損 87

その他 0

特別損失合計 292

税金等調整前四半期純損失（△） △150

法人税、住民税及び事業税 158

法人税等調整額 550

法人税等合計 708

少数株主損失（△） △0

四半期純損失（△） △859
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
  至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △150

減価償却費 565

減損損失 73

固定資産除却損 2

固定資産売却損益（△は益） 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △9

賞与引当金の増減額（△は減少） △197

退職給付引当金の増減額（△は減少） 31

受取利息及び受取配当金 △42

支払利息 153

売上債権の増減額（△は増加） 869

仕入債務の増減額（△は減少） 42

持分法による投資損益（△は益） △9

その他 390

小計 1,719

利息及び配当金の受取額 45

利息の支払額 △153

法人税等の支払額 △310

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,300

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △635

有形固定資産の売却による収入 36

無形固定資産の取得による支出 △4

投資有価証券の取得による支出 △5

貸付金の回収による収入 1

その他 △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △608

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 19

長期借入れによる収入 2,900

長期借入金の返済による支出 △3,594

リース債務の返済による支出 △18

少数株主への配当金の支払額 △0

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △697

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5

現金及び現金同等物の期首残高 401

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 395
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はない。

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　 至　平成20年６月30日)

４　会計方針の変更

（１）リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」企業会計基準委員会　平成６年１月18

日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を当第１四半期連結会計期間から早期に適用

し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から

通常の売買取引に係る会計処理によっている。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数として、残存価額を零（残価保証のある場合

は、残価保証額）とする定額法を採用している。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用している。

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微である。

　

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はない。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はない。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　　受取手形割引高及び裏書譲渡高

         受取手形割引高　　　　　　　　581百万円
　　　　 受取手形裏書譲渡高　　　　　　 17百万円

※１　　受取手形割引高及び裏書譲渡高

         受取手形割引高　　　　　　　　531百万円
　　　　 受取手形裏書譲渡高　　　　　　 15百万円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

     該当事項はない。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

　現金及び預金勘定 393百万円

　中期国債ファンド 2    

　　　　計 395百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 24,402,991

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 79,472

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はない。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

　　　　該当事項はない。

　

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はない。

　　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はない。
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(リース取引関係)

リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前の所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っているが、当該取

引残高は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がない。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がない。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がない。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はない。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

当社及び連結子会社はすべて総合物流事業を営んでいるため、記載を省略している。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

本国以外に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はない。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はない。

　
　

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はない。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

295.17円 326.36円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日)

前連結会計年度末　　　　　　　　　　
　　（平成20年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 7,179 7,939

普通株式に係る純資産額（百万円） 7,179 7,939

差額の主な内訳（百万円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　少数株主持分 0 0

普通株式の発行済株式数（千株） 24,402 24,402

普通株式の自己株式数（千株） 79 75

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の株（千株）

24,323 24,327

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純損失 35.32円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―　　

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在せず、１株当たり四半期純損失が計　

　上されているため記載していない。

(注)　２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △859

普通株式に係る四半期純損失(百万円) △859

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 24,325

　

EDINET提出書類

名鉄運輸株式会社(E04180)

四半期報告書

19/22



(重要な後発事象)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

大口流通支店の購入について

名古屋地区における流通部門の基幹施設である大口流通支店に関し、当該支店

は固定資産所有者である名古屋鉄道株式会社から賃借して使用していたが、自己

管理により経費削減を図ることができると判断し、当該固定資産を取得した。

（1） 取得日 平成20年８月１日

（2） 取得価額 土地 1,588百万円

建物等 401百万円

（3） 取得資産の所在地及び内容

所在地 愛知県丹羽郡大口町中小口四丁目10番

土地 面積　 29,778.57㎡

建物 延床面積 17,278.35㎡

　

２【その他】

　

該当事項はない。

　

EDINET提出書類

名鉄運輸株式会社(E04180)

四半期報告書

20/22



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

名鉄運輸株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　岡　野　　英　生　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　　田　中　　智　司　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名鉄

運輸株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間(平

成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四

半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半

期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名鉄運輸株式会社及び連結子会社の平成20年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成20年８月１日に固定資産を取得している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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